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研究成果の概要：電気事業の自由化は世界的な潮流であり，わが国でも新規参入の発電事業者

による電源の建設・運用が進んできている．本研究では，発電事業者が建設・運用する電源が，

電力の安定供給にどの程度貢献するかを評価する手法を開発した．開発した手法は，電力を需

要家まで輸送するための電力ネットワークを考慮しているため，本手法により輸送設備が十分

ではない地点の電源の価値が小さく評価される．本研究では，上記の価値に基づいて電力の購

入価格を決定する手法や，ネットワークの増強・拡充を行う手法についても検討した．  
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研究分野：電力系統工学 

科研費の分科・細目：電気電子工学 電力工学・電力変換・電力機器 

キーワード：電力系統，予備力，送電設備計画，予防制御，信頼度，ノーダルプライス， 

モンテカルロシミュレーション，送電混雑 
 
１．研究開始当初の背景 

電力自由化の進展に伴い，電力系統の送配

電部門が発電部門から分離され，各々の主体

が別個の組織になると，両者間での調整が困

難となり，電源と送配電ネットワークに様々

な不整合が生じる可能性がある．こうした不

整合性は電力系統を脆弱化させ，電力安定供

給に対する信頼性を大きく低下させる恐れ

がある．このため，発・送配電が分離され，

多数の電源が自由にネットワークに接続す

る中で，電源との整合性を確保できるよう送

配電ネットワークをいかに強化していくか，

逆に，送配電ネットワークが所与であるとき，

電源からの電気エネルギーをいかに有効に

調達していくかが重要な課題である． 
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２．研究の目的 

本研究の目的は，自己利益最大化に基づき

行動する発電事業者の電源と，公共的インフ

ラである電力ネットワークとを需要家に対

する長期的かつ短期的な信頼度確保の立場

で適切に整合させるための，電力系統の新し

い計画・運用手法を開発することにある． 

 

３．研究の方法 

(1)長期的信頼度確保に関する研究 

電力系統の各負荷母線における長期的な

供給信頼度を，電源と送配電ネットワークか

らなる流通経路を考慮して評価するための

手法を開発する．次に，提案手法に基づき，

電源と送配電ネットワークの整合性を確保

するためには，どの送配電設備をどの程度強

化・拡充すればよいかを決定する手法を開発

する．また，負荷母線における分散電源の導

入が，長期的信頼度確保にどの程度貢献する

かについて評価を行う． 

(2)短期的信頼度確保に関する研究 

電気エネルギーを調達する電力市場にお

いて，電源による予防制御・緊急制御の機能

を持たせつつ，市場決済を行うアルゴリズム

を開発する．次に，市場決済において定まる

各母線における価格（ノーダルプライス）に

基づき，ネットワーク強化・拡充にかかるコ

ストを，ネットワーク利用者で公平に負担す

る方策を開発する． 

 
４．研究成果 

(1)電源とネットワークを同時に考慮した各

負荷母線における供給信頼度評価 

電源の制御性能（出力変化率制約)およびネ

ットワークにおける電源の配置を考慮し，各

負荷母線における信頼度を評価する手法を

提案する．提案手法は，電源ならびに送配電

設備の故障を模擬したモンテカルロシミュ

レーションをベースとしながら，さらに故障

発生前の予防制御，故障発生後の制御を，発

電機の出力変化率制約の下で実行する状況

を考慮できるよう拡張したものである．すな

わち，電源や送配電ネットワークのトポロジ

ーや故障率に基づく長期的な信頼度に，セキ

ュリティ制御に基づくオンライン信頼度を

加味したより実際的な信頼度を評価するも

のである．これにより，応答性の良い予備力

用電源を効果的に活用するための送配電設

備の増強・拡充方策や，逆に送配電設備が所

与であるときの予備力用電源の望ましい調

達方策など，運用上の制約を考慮した設備計

画を算定することが可能となる．供給信頼度

の定量的評価については，欧米において確率

論的手法に基づく手法が提案され，わが国で

も電力中央研究所を中心にいくつかの研究

が報告されている。しかしながら，これまで，

発電機の出力調整能力を詳細に考慮した手

法は報告されておらず，この点は本研究の独

創的な点となっている． 

IEEE信頼度テスト系統 を用いて，提案手

法の有効性について検証を行った．まず，モ 
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図２ 各母線の LOEP (500万日実行時) 



ンテカルロ法の実行日数による，信頼度の変

化を図１に示す。500 万日程度で十分に収束

している様子が確認できる． 

次に，各母線における LOEPの値を図２に

示す。LOEP は大きい母線と小さい母線で 2

～3 桁程度違っており，母線による信頼度の

違いが顕著に表れている． 

さらに，発電機の出力調整能力の低下が系

統の信頼度にどのような影響を及ぼすのか

を評価する．得られた結果を図３に示す．出

力変化率を小さくするにつれて，LOEPが大

きくなり，供給信頼度が悪化していく様子が

確認できる．このことから，出力変化率の低

下は，事故後制御ひいては供給信頼度に大き

な影響を及ぼす可能性があるといえる． 
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図 3 発電機出力変化率と LOEPの関係 

 

(2)信頼度向上方策の評価 

緊急時の供給力の確保（供給予備力の確

保）と送電設備の増設（送電予備力の確保）

の 2種類の方策について，信頼度向上への貢

献度合いを提案手法により評価する．  

・供給予備力確保の評価：系統で追加的に予

備力を確保した場合の信頼度向上効果につ

いて検討する．ただし，ここでの予備力とは，

電力会社が所有する電源に持たせている予

備力に限らず，予備力市場や負荷遮断契約な

ど，緊急時に追加的にその母線に電力を供給

する（または，需要を減らす）ことが可能な

調整容量を意味している． 

 まず，20[MW]の予備力を各母線に追加的

に確保した状況に対し，500 万日のモンテカ

ルロシミュレーションを実施して供給信頼

度を評価した．この評価により，予備力の調

達箇所が供給信頼度にどのような影響を与

えるのかを考察することが可能となる．試算

結果として，予備力調達箇所と母線毎の

LOEPの関係を図４に示す． 
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図４  母線ごとの LOEP 

以上のように，影響は接続母線に関して限

定的となったが，これは本試算の供給支障が

系統分離を原因とするものが多いためであ

る．なお，確保できる予備力の容量を変化さ

せて試算した結果，確保する予備力量の増加

に伴う LOEP の減少幅は小さくなっており，

それぞれの母線で費用対効果の面で最適な

調達量が存在する可能性が示された． 

・送電設備の増設の評価：送電線の増設が信

頼度向上にどの程度貢献するかを検証する．

送電線の増設としては，全て 2回線化（同一

のルートと送電容量をもつ送電線の増設）を

対象としている．送電線増設を考慮した場合

の供給信頼度を試算した．供給支障の多い一

部の母線における LOEPを図５に示す． 
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図５  母線毎の LOEP (送電線増設考慮時) 



 主に増設した送電線に接続される母線の

信頼度が向上する結果となった． 

(3) 予防制御および事故後制御を考慮した市

場決済手法 

ノーダルプライスは，潮流方程式，発電機

上下限制約，最大皮相電力制約，電圧位相角

制約，ノード端電圧制約，送電容量制約など

の制約条件の下，市場における電力調達コス

トを最小化する問題を解き，有効電力潮流方

程式に対するシャドウプライスとして求め

ることができる．予防制御を考慮する場合は，

さらに全ての送電線単一事故時における制

約を条件に加えて，調達コスト最小化問題を

解けばよい．モデル系統を用いて，予防制御

を考慮しない場合と考慮した場合の 2ケース

におけるノーダルプライスを試算した（図

６）．なお，予防制御を考慮する場合につい

ては事故後に調整可能な発電機の有効無効

電力出力の変化量を 0，±10，±30[MW]の 3

通りに変え計算を行った．同図より，出力変

化速度の上下限値を大きく設定すると，事故

後の調整能力が大きくなるため予防制御を

考慮しない場合の最経済の状態に近づき，ノ

ード間の価格差が縮小していく様子が見て

取れる．逆に，出力変化速度上下限値を小さ

く設定すると，全体的にプライスが高くなる

と共に，ノード間の価格差も拡大していく様

子が見て取れる．次に，発電機の出力変化速

度制約上下限値を一定値に固定し，各ノード

の需要を変化させた．需要が小さい場合には

系統全体の潮流量も小さく，想定事故発生時

にも発電機の持ち替えが不要となるため，予

防制御の考慮の有無がノーダルプライスに

与える影響は小さい．それに対して需要が増

加すると，予防制御を考慮しない場合でもノ

ーダルプライスに差が現れる．以上のことか

ら，予防制御を考慮に入れてノーダルプライ

スを設定した場合には，需要が全体的に増加

した状況のノーダルプライスに近づき，ノー

ド間の価格差が顕著に現れることが分かっ

た ．
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図６ 予防制御を考慮したﾉｰﾀﾞﾙﾌﾟﾗｲｽ 

この価格差は，系統運用者に対する設備投

資の経済的シグナルとして機能しうること

から，予防制御を考慮に入れることが，ネッ

トワークセキュリティの維持・向上に寄与し

うるものと考えられる． 

(4)負荷の増加を考慮した調相設備計画への

応用 

将来の需要増加に対して，系統電圧を維持

できないと判断した場合に，独立した系統運

用者が調相設備を系統内に設置する状況を

想定する．この場合，送電線利用者に公平な

立場をとる必要があるため，調相設備計画の

目的は長期的な社会余剰が最大となるよう

に導入量・導入箇所を決定する．なお，提案

手法では，長期的な社会余剰の最大化を目的

としているため，一時間断面の評価ではなく，

長期的な観点から評価する．調相設備の導入

量を漸次増加させながら年間での総調達コ

ストと設置コストの和（社会余剰減少分）が

最小となる導入量を探索する。ただし，本研

究では，調相設備導入ノードは単一ノードと

しているため，各ノードに対して，社会余剰

減少分を最小となる導入量を算出し，その中

で最も社会余剰減少分が小さいノードを導

入候補ノードと決める。 

提案手法による各ノードの最適導入量お

よび年間の調達コストと設置コストの和（社



会余剰減少分）を算出した．次に，社会余剰

減少分が最も小さいノードに導入を行った

場合について，調相設備導入量を最小化する

従来法と提案法の結果をピーク時間帯にお

いて比較する．図７はそれぞれピーク時間断

面における従来法と提案法でのスポットプ

ライスを表している。従来法では，電圧制約

がネックとなり，発電機のあるノード 1,2 以

外の価格が高騰しているが，調相設備を導入

することで，全体的に価格が下がり，価格差

も小さくなり，需要家の支出も全体的に減少

している。これは，調相設備導入により電圧

制約が緩和され，安価な発電機に対する出力

割り当てを増加できていることに起因する。

また，従来法の結果に比べて提案法では，ノ

ード 1の安価な発電機の出力が増加し，それ

に伴い収入が増加し，ノード 2の高価な発電

機は出力が減少し，収入も減少している． 

0

50

100

150

200

250

300

350

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

ノード番号

ス
ポ

ッ
ト

プ
ラ

イ
 [

$
/
M

W
h
]

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

電
気

料
金

 [
$
]

スポットプライス（従来法） スポットプライス（提案法）

支出（従来法） 支出（提案法）
 

図７ スポットプライス 

次に，調相設備の導入によってもたらされ

る需要家の利益増分の一部を回収し，設置コ

ストに充てる方法を考える。すなわち，従来

法に対して提案法による調相設備の導入で

各需要家が市場から電力を購入する際にか

かる電気料金の減少量を需要家の利益と捉

え，この需要家の利益に応じて設置コストを

案分して回収するものする。よって，各需要

家の負担割合は次式のように算出する。 

100×
各需要家の支出減少分

負担割合=
需要家の総支出減少分  

ただし，従来法における導入量は安定供給

に不可欠な最低限の調相設備と考えられる

ため，それは供給保障責任を持つと想定して

いる系統運用者が費用を負担するのが一般

的と考えられる。そこで，従来法による導入

量に掛かる費用は系統運用者が負担し，提案

法と従来法による導入量の差分に掛かる費

用を前述の方法により回収することとする。 

社会余剰減少分が最も小さいノード 5に導

入を行った場合について，ピーク時間帯にお

ける各需要家の負担割合を図８に示す。各需

要家はこの割合に応じて，従来法での導入量

と提案法の導入量との差分の設置コストを

回収される． 
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図８ 各需要家のコスト負担割合 
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